
 

1 

 

宮古市廃校舎利活用希望者募集要項 

 

１ 目的 

  宮古市では、学校の統廃合により廃校となった校舎等（以下「廃校舎」という。）につい

て、売却又は貸付によって有効活用を図るため、利活用希望を募集します。 

 

２ 廃校舎名及び所在地等 

物件

№ 

廃校舎名 所 在 地 
特記事項 

土 地 建 物 

１ 

旧茂市小学校 宮古市茂市第３地割 80 番地１ 特定遊休

財産 
土地：10,820 ㎡ 

（使用可能面積：

10,820 ㎡） 

校 舎：平成元年築、鉄筋コンクリート造 2 階建、 

    延床面積 1,769.96 ㎡ 

体育館：昭和 46 年築、鉄骨造、 

延床面積 449.33 ㎡ 

２ 

旧和井内小学校 宮古市和井内第 11 地割２番地 特定遊休

財産 
土地：15,438 ㎡ 

（使用可能面積：

15,438 ㎡） 

校 舎：昭和 44 年築、鉄筋コンクリート造一部木 

    造２階建、延床面積 1,243.63 ㎡ 

体育館：昭和 45 年築、鉄骨造一部木造、 

延床面積 477.08 ㎡ 

３ 

旧田老第三小学校 宮古市田老字星山 54 番地 特定遊休

財産 土地：10,682 ㎡ 

（使用可能面積：

10,682 ㎡の一部） 

校 舎：平成９年築、木造２階建、 

延床面積 1,428.18 ㎡ 

４ 

旧江繋小学校 宮古市江繋第 12 地割８番地１  

土地：4,735 ㎡ 

（使用可能面積：

4,735 ㎡の一部） 

校 舎：昭和 53 年築、鉄筋コンクリート造２階建、 

延床面積 1,452.10 ㎡ 

 ※詳細は、別添の各物件調書をご覧ください。 

 ※特定遊休財産 宮古市企業立地奨励条例に基づき、工場等として使用するのに適した土地

又は建物と市長が認めたものです。工場等として使用する場合は、固定資産税の課税免除、

雇用奨励金の交付等の奨励措置があります。 

 

３ 応募資格 

  個人又は法人とし、以下の条件に該当しない者とします。 

(1) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定に該当する者 
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(2) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続き中の者又は民事再生法（平成

11 年法律第 225 号）に基づく再生手続き中の者 

(3) 宮古市暴力団排除条例（平成 28 年宮古市条例第 36 号）第９条第１項各号に掲げる者 

(4) 国税及び地方税を滞納している者 

(5) 宗教活動又は政治活動を主たる目的とする者 

(6) 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147 号）に基づ

く処分を過去及び現在において受けている団体及びその代表者、主幹者又はその他の構成員

に該当する者 

(7) 公有財産に関する事務に従事する宮古市職員 

 

４ 申込書の提出等 

(1) 申込書の提出 

   廃校舎の利活用を希望する方は、次に掲げる提出書類に必要事項を記入し、及び取得の

うえ、提出してください。 

  【提出書類】 

  ① 宮古市廃校舎利活用希望申込書（様式１） 

  ② 利活用希望者概要書（様式２） ※任意様式可 

  ③ 予定する利活用の計画書（様式３） ※任意様式可 

  ④ 申請者の最新１カ年分の納税証明書  

※該当する全ての国税及び地方税について未納がないことを証明する書類 

  ⑤ 誓約書（様式４） 

⑥ 身分証明書（個人が申請する場合のみ。宮古市に本籍のある方は市役所１階総合窓口

課にて、１通 300 円で交付します。）  

  ⑦ その他利活用の説明等に必要な書類がある場合には参考資料（任意） 

(2) 申込書の受付 

 ① 受付期間 随時  ※土・日・祝日を除く。 

  ② 受付時間 午前９時から午後４時まで 

  ③ 受付場所 宮古市総務部施設管財課（市役所３階） 

(3) 施設見学 

   募集期間中、見学を希望する日の５日前までに、電話にてご連絡ください。 

(4) 応募に関する留意事項 

① 提出書類の作成及び提出に要する経費は、応募者の負担となります。 

国税 法人税、消費税及び地方消費税、所得税 

都道府県税 法人都道府県民税、法人事業税、都道府県民税 

市区町村税 法人市区町村民税、市区町村民税、固定資産税、国民健康保険税 



 

3 

 

② 提出書類の返却はしませんので、必要に応じて、写しを保管してください。 

③ 提出書類に虚偽の記載があった場合は失格とします。 

④ 応募後に辞退する場合には、電話連絡のうえ、辞退届（様式５）を提出してください。 

 

５ 募集の内容について 

  今回の募集は、廃校舎の利活用を希望する個人や法人から相談をお受けするものです。そ

の結果、売却の希望又は貸付の希望がある場合には、応募のあった利活用希望内容等を市で

検討のうえ、売却又は貸付を進めていきます。 

  以下、売却又は貸付をする際の条件等について記載します。具体的な進め方は売却又は貸

付の具体的な方針が決まった段階で公表します。 

  なお、一つの物件に売却希望と貸付希望がある場合には、売却希望を優先します。 

 

【売却の場合】 

(1) 売却方法 

一般競争入札により行います。 

(2) 譲渡条件 

  ① 公序良俗に反しないこと。 

② 売却に当たっては、境界確定や価格設定等の準備を整えたうえで売却ができる状態に 

してから行います。 

③ 建物の状態については現状渡しとなります。 

  ④ 建物は表題登記されていないため、表題登記が必要な場合は、買受者の負担で行って

ください。 

  ⑤ 契約締結後に、廃校施設に隠れた瑕疵を発見したとしても、買受者は売買代金の返還

若しくは損害賠償の請求を求めることはできません。 

 ⑥ 施設の整備及び運営に当たっては、建築基準法や消防法等の法令を遵守するとともに、

その他必要な法令、条例等の手続きを行ってください。 

(3) 契約の締結等 

  ① 買受者決定後、仮契約を締結します。契約保証金については、仮契約の締結後、市が

発行する納入通知書により、市が指定する期日までに、売買代金の 100 分の５以上の額を

納付していただきます。 

  ② 仮契約締結後、関係機関等の認可及び承認を得て本契約となります。本契約締結後、

買受者は市が発行する納入通知書により指定する期日までに売買代金を全額納付しなけ

ればなりません。なお、契約保証金は売買代金に充当します。 

  ③ 売買代金が完納されたときに所有権が移転し、市が土地の所有権移転登記を行います。 

  ④ 売買契約書に貼付する収入印紙、所有権移転登記に必要な登録免許税、契約の締結及

び履行に関して必要な一切の費用は、買受者の負担となります。 
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【貸付の場合】 

(1) 貸付料 

原則有償とします。 

(2) 貸付条件 

  ① 公序良俗に反しないもの。 

  ② 建物及び周辺環境の適正な維持管理に努めてください。また、適切な設備の定期点検

を実施し、必要な届け出を行ってください。 

  ③ 施設の維持管理費及び修繕料は利用者負担とします。 

  ④ 火災保険料は利用者負担とします。 

  ⑤ 現状有姿での貸し付けとします。施設の各種整備に要する費用は利用者負担とします。 

また、施設の改造等については、市の承諾を得て、利用者の責任において行い、これに

係る費用については、利用者の負担とします。 

  ⑥ 貸付期間を満了した場合や施設の使用を中止する場合、市が公用又は公共用に使用す

る場合や売払いが決定した場合には、速やかに原状復旧し返還してください。 

  ⑦ 第三者に対する利用の権利の譲渡又は貸付けは、禁止します。 

(3) 利用者選定後の取り扱い 

   貸付申請を経て貸付の可否を判断します。貸付者決定後（審査結果通知後）、貸付内定

者と市と間で不動産賃貸借契約締結の手続きを行います。 

 

６ 事業補助に関する問い合せ先 

廃校舎を利活用して事業を行う場合に利用できる補助についての問い合せは、下記にお願い

します。 

宮古市商工労働部企業立地港湾課 

企業立地支援係（市役所２階） 

 電話 0193-68-9089 

 ＦＡＸ 0193-63-9120  

Mail kigyo@city.miyako.iwate.jp 

 

７ 募集に関する問い合わせ先 

   宮古市総務部施設管財課 

公共施設マネジメント推進係（市役所３階） 

     電話 0193-65-8627 

    ＦＡＸ 0193-63-9123 

    Mail kanzai@city.miyako.iwate.jp 


